
富山県ＳＤＧｓ推進連絡協議会 設置要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、「とやま未来創造県民会議設置要綱」第 10 条の規定に基づき、とや

ま未来創造県民会議 富山県ＳＤＧｓ推進連絡協議会（以下「連絡協議会」という。）に
ついて、必要な事項を定めるものとする。 

 
（目的） 
第２条 連絡協議会は、ＳＤＧｓ未来都市として、市町村や経済界、有識者、ＮＰＯなど

多様なステークホルダーとの連携を一層強化し、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標：
Sustainable Development Goals）達成に向けた取組みを推進するために必要な検討及
び連絡体制の整備等を行う。 

 
（所掌事項） 
第３条 連絡協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項について協議

する。 
(1) ＳＤＧｓの達成に向けた取組みの推進に関すること。 
(2) 富山県ＳＤＧｓ未来都市計画に掲げる事業の推進に関すること。 
(3) その他会議の目的を達成するために必要な連絡調整等に関すること。 

 
（組織） 
第４条 連絡協議会は、委員 25 名以内で組織する。 
 
（委員） 
第５条 委員は、経済団体、環境団体その他各種団体、行政等の代表者等のうちから知事

が委嘱する。 
 
（任期） 
第６条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 
２ 委員は、再任されることができる。 
３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職

務を代理する。 
 
（役員） 
第７条 連絡協議会に会長を置く。 
２ 会長は、富山県知事政策局長をもって充てる。 
３ 副会長は、会長が指名する。 
 
（役員の職務） 
第８条 会長は、会議を進行する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 
 
（事務局） 
第９条 連絡協議会の事務局は、富山県知事政策局成長戦略室に置く。 
 
（その他） 
第 10 条 この要綱に定めるもののほか、連絡協議会の運営に関し必要な事項は、知事が

別に定める。 
 

附 則 
 

この要綱は、令和元年 7 月 26 日から施行する。 

参考資料１ 



附 則 
 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 
 

附 則 
 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



R5.1.1

（22名）

所属団体名

富山県商工会議所連合会 常任理事 大橋　　豊

富山県商工会連合会 専務理事 山本　公生

富山県中小企業団体中央会 専務理事 江下　　修

富山経済同友会 事務局長 有藤　直樹

富山県経営者協会 専務理事 寺山　　収

とやま観光推進機構 副会長兼専務理事 川嶋　芳明

富山県農業協同組合中央会 専務理事 山本　康雄

富山県森林組合連合会 代表理事副会長 柳原　正紀

富山県漁業協同組合連合会 代表理事専務 谷　　宣之

富山県内水面漁業協同組合連合会 事務局長 佐藤  建明

富山県銀行協会 常務理事 木村　恭伸

富山広告協会 事務局長 長谷川　篤

日本青年会議所富山ブロック協議会 事務局長 山本　建太

環境市民プラットフォームとやま 常務理事 堺　　勇人

富山県婦人会 事務局長 上埜　眞知子

富山県消費者協会 事務局長 椙原　真美

富山県生活協同組合連合会 専務理事 若林　　徹

富山県ＰＴＡ連合会 事務局長 北林　和生

富山県社会福祉協議会 専務理事 柴　　雅棋

富山県市長会 事務局長 田中　　斉

富山県町村会 常務理事 竹野　博和

富山県 知事政策局長 三牧　純一郎

（2名）

所属団体名

富山市企画管理部 部長 前田　一士

南砺市総合政策部 部長 川森　純一

富山県ＳＤＧｓ推進連絡協議会 委員名簿
（任期：2022年（令和4年）4月1日～2025年（令和7年）3月31日）

委　員

オブザーバー


